
対象 九経連の会員企業（736社）
期間 9月3日（木）～9月11日（金）
回答数 150社（回答率20.3％）

調査方法
・民主党マニフェストより21項目を抜粋し、「是非やってほしい政策」
「是非見直してほしい政策」を各3項目を選択する方法にて調査。
・結果は以下の通り。

民主党マニフェストに関する緊急アンケート調査の結果について
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１．国家公務員の総人件費2割削減

２．「国家戦略局」設置など予算編成システムの抜本改革

３．中央政府の役割を限定し基礎的自治体への権限と財源の大幅移譲

４．中小企業の法人税18％→１１％引下げ

５．年金記録問題への集中対応

６．環境産業を将来の成長産業へ育成する

７．国の「ひもつき補助金」を廃止し、地方の自主財源に転換

８．ヘルパーの給与月額４万円引上げによる介護分野の人材確保

是非見直してほしい政策 是非やってほしい政策
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１．国家公務員の総人件費2割削減

２．「国家戦略局」設置など予算編成システムの抜本改革

３．中央政府の役割を限定し基礎的自治体への権限と財源の大幅移譲

４．中小企業の法人税18％→１１％引下げ

５．年金記録問題への集中対応

６．環境産業を将来の成長産業へ育成する

７．国の「ひもつき補助金」を廃止し、地方の自主財源に転換

８．ヘルパーの給与月額４万円引上げによる介護分野の人材確保

９．後期高齢者医療制度廃止し医師の数を1.5倍にする

１０．国と地方との協議の場を法律に基づき設置

１１．世界各国とのEPA・FTA交渉の推進

１２．排出権取引制度の導入

１３．公立高校の授業料無料化

１４．日米地位協定の改定を提起し在日米軍のあり方を見直す

１５．農業再生・食糧自給率向上策として「戸別補償制度」創設

１６．ガソリン税・自動車重量税等の暫定税率廃止

１７．最低賃金（時給）全国平均1,000円を目指す

１８．製造業への派遣を原則禁止する労働者派遣法改正

１９．「子ども手当」一人当たり年間312,000円を中学卒業まで支給

２０．2020年までに温暖化ガス排出量を25％削減（90年比）

２１．高速道路の無料化

（％）

是非見直してほしい政策 是非やってほしい政策


